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研究成果の概要（和文）：米国国立公文書館とオーストラリア国立公文書館には、戦前期日本商社の在外支店関係接収
史料が所蔵されている。これらの史料は、日本国内に残されている商社関係史料と補完関係にある貴重な史料である。
本研究では、両公文書館で史料調査をおこない、目録並に付随する史料情報を整備し、重要史料の複写収集をおこなっ
た。目録、史料情報、複写収集史料の学界での共同利用に向けて準備を進めた。収集した史料を利用して実証的歴史研
究を進め、その成果を論文等として発表した。

研究成果の概要（英文）： U.S. National Archives and Records Administration （NARA） has historical 
materials of Japanese trading companies in North America before World War II. National Archives of 
Australia （NAA） has similar materials too. We researched those materials, and collected digital copies 
of them. We analysed those materials and published the fruits of our work.

研究分野： 日本史（近代史、経済史）

キーワード： 経済史　環太平洋貿易　商社　在外支店　接収史料　米国国立公文書館　オーストラリア国立公文書館
　三井文庫

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1) 戦前期日本商社在外支店関係接収史料 

 アメリカ合衆国国立公文書館カレッジパ

ーク分館（以下では NARA と表記する）には、

1941年7月に対日制裁の一環として凍結され

太平洋戦争開戦によって接収された日本商

社在米支店の史料（14 商社、約 4000 箱。そ

の他に横浜正金銀行をはじめとする銀行支

店史料もある）が保存されている。また、オ

ーストラリア国立公文書館シドニー分館（以

下では NAA と表記する)には、太平洋戦争開

戦によって接収された日本企業在豪支店関

係史料（商社を中心に 13 社、約 3400 箱）が

保存されている。これらの在外支店関係史料

は、接収時点での支店文書類が、いわば瞬間

凍結されたものであり、日本国内（三井文庫、

三菱史料館等）に所蔵されている商社関係史

料（そのほとんどが本店で作成された史料で

ある）とは、性格が全く異なり、相補完する

関係にある。NARA 史料については、本研究の

研究代表者ならびに連携研究者等によって

遂行された二次にわたる科学研究費プロジ

ェクト（課題番号 18402026 ならびに課題番

号 22402028）により、史料目録が整備され

てきた。また、NAA 史料についても、本研究

の連携研究者が参加する別プロジェクトに

よって、史料検索の手がかりとなる目録が整

備されつつあった。こうして、史料利用の便

は向上してきたが、他方で、いずれの史料も、

作成から長い年月が経っており、史料の状態

は必ずしも良くなく、化学変化による文字の

消失、紙の劣化などの問題が生じており、史

料価値が高くかつ状態の悪い史料から、複写

保存を早急に進めることが必要となってい

た。 

 一方、東南アジア地域は、戦前期の日本商

社にとって重要な商圏であったが、同地域で

の日本商社の活動を明らかにする史料群は

知られておらず、インドネシアの旧宗主国で

あったオランダの国立公文書館(ARA)に所蔵

される植民地期史料の調査によって、この空

隙を埋めることが期待された。 

 

(2) 商社史研究の新たな課題 

 日本商社史研究は、分厚い蓄積を持つが、

21 世紀に入って、上述した在外支店関係史料

を用いることによって、研究史はさらに一段

の進展をみせた。麻島昭一『戦前期三井物産

の機械取引』(日本経済評論社、2001 年)、三

輪宗弘『太平洋戦争と石油』(日本経済評論

社、2004 年)、上山和雄『北米における総合

商社』(日本経済評論社、2005 年)、天野雅敏

『戦前日豪貿易史の研究』(勁草書房、2010

年)などがその代表例である。本研究計画の

メンバーによる、これまでの科学研究費プロ

ジェクトの研究成果も、上山和雄・吉川容編

『戦前期北米の日本商社―在米接収史料に

よる研究―』（日本経済評論社）として 2013

年 2月に上梓された。これらの研究では、多

数の商社を対象に、様々な商品や機能につい

て、時には個別取引にまで掘下げた分析が積

み重ねられ、日本商社の海外支店の活動実態

が鮮明になってきた。 

 本研究では、こうした研究動向を踏まえて、

商社史研究をさらに一段と深めるために、貿

易商社の競争力の優劣はいかなる要因によ

って生じるのか、貿易商社の盛衰を分かつも

のは何であったのかを具体的に究明するこ

とを意図した。目録情報の蓄積により大量の

史料利用が可能となり、そうした研究の条件

が整ったと考えられた。本研究では、20世紀

初頭から 1930 年代にかけての環太平洋貿易

を舞台として、その課題に取り組むことにし

た。日露戦後、次第に増大しつつあった太平

洋両岸の交易は、第一次世界大戦を機に大き

く発展する。1920 年代には、世界貿易が停滞

する中で、環太平洋貿易は、アメリカ経済の

発展に牽引されたアジア一次産品の輸出増

加、それによるアジアの購買力増加、北米・

豪州・日本からのアジア向け輸出の増加とい



う連関によって拡大した。大恐慌を契機とし

て 1930 年代には、世界貿易は縮小し、ブロ

ック化が進展したが、環太平洋貿易の動向に

ついては、アジア間貿易は維持されたと考え

る杉原薫、「日本帝国経済圏の相対的自立」

を重視する堀和生、「アジア太平洋地域」に

おける東南アジア・アメリカ・日本の三角分

業体制の形成を重視する池本幸生・加納啓

良・永野善子等の間で、見解が分れているも

のの、日本商社に即してみると、対米生糸輸

出は激減したが、日本勢力圏内貿易の拡大、

円為替低落を追風とした繊維・食料品の米国

輸出、南洋特産物や中国特産物の流通などを

担うことによってその取扱高を増大させた。

環太平洋貿易の担い手としては、欧米系商社、

華商、インド商人、日本商社がしのぎを削っ

ていたが、三井物産を筆頭とするいくつかの

日本商社が、そのプレゼンスを着実に高めて

いった。こうしたわけで、20 世紀初頭から

1930 年にかけての環太平洋貿易は、商社の競

争力という問題を追求するには、格好の舞台

である。 

 

２．研究の目的 

 本研究の主たる目的は以下の3点であった。 

(1) 米国、オーストラリア、オランダの各国

立公文書館に所蔵される戦前期日本商社在

外支店関連史料を調査し、目録の作成と複写

による史料収集を行う。 

(2) 収集した在外支店関係史料と、日本国内

に所蔵される本店側史料を合わせ用いて、20

世紀初頭から 1930 年代にかけての環太平洋

貿易において日本商社が果した役割につい

ての実証研究を進め、商社の競争力の優劣を

規定する諸要因を解明する。 

(3) 作成した目録並に付随する情報と収集

した複写画像を学界に公開し、商社史研究全

体の進展に寄与する。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 史料調査と収集 

①研究代表者および連携研究者が米国国立

公文書館において、戦前期日本商社在外支店

関係接収史料の調査をおこない、史料目録の

整備を進める。 

②同史料群のうち利用価値の高い史料を選

択し、デジタル画像撮影により複写画像の収

集をおこなう。 

③類似接収史料を所蔵するオーストラリア

国立公文書館へ連携研究者が出張し、史料調

査をおこなう。 

④類似接収史料を所蔵するオランダ国立公

文書館へ連携研究者が出張し、史料調査をお

こなう。 

 

(2) 史料の分析と研究論文の執筆 

 収集した史料を分析し、環太平洋貿易にお

いて日本商社が果した役割についての実証

的研究を進める。研究代表者と連携研究者の

間で、戦間期環太平洋貿易における主力商品

別と商社の機能別に分担協力して、分析を進

める。そのために、研究代表者ならびに連携

研究者による研究会を定期的に開催する。 

 

(3) 史料情報と複写史料の公開 

①史料目録並に付随する史料情報を、日本商

社史研究の拠点の一つである三井文庫の WEB 

サイト上で研究者に向けて公開する。 

②収集した史料複写画像を三井文庫におい

て研究者に公開する。そのために、原画像の

PDF 化などの準備を進める。 

 

４．研究成果 

(1) 史料目録等の整備 

 米国国立公文書館（NARA）が所蔵する戦前

期日本商社在外支店関係接収史料について

は、約 70％の史料箱について、史料目録（保

存箱単位）を整理した。一方、NARA では、同

史料群のリボックス作業（箱数の増加と箱番



号の付け替えを伴う史料保存箱の入れ替え

作業）が進められ、合わせて一部の Entry 

（分類）については史料保存箱単位での簡易

目録が作成されつつある。こうした状況を踏

まえて、史料目録の補正・改訂を進めた。 

 史料調査をもとに作成した史料目録並に

付随する史料情報を公益財団法人三井文庫

のWEBサイト上で研究者向けに公開するため

に準備を進めた。三井文庫 WEB サイト上での

目録等の公開は、2015 年度末までに実施する

計画であったが、三井文庫の WEB サイト整備

の事情から、遅延を余儀なくされ、2016 年秋

からの公開を予定している。 

 オーストラリア国立公文書館（NAA）が所

蔵する戦前期日本商社在外支店関係接収史

料については、NAA と日本側との協力による

目録整理が進行中であるため、本研究計画で

の目録作成は見送ることとした。 

 オランダ国立公文書館（ARA）が所蔵する

戦前期日本商社在外支店関係接収史料につ

いては、今回予備的調査をおこなったが、存

在を確認できた史料は戦時期のものにほぼ

限定されていた。戦間期を主要な対象時期と

している本研究では優先順位が低いと判断

し、当初予定していたオランダ語版目録の日

本語への翻訳は見送ることとした。 

 

(2) 複写史料の収集 

 NARA 所蔵の戦前期日本商社在外支店関係

接収史料の中から利用価値の高い史料のデ

ジタル複写画像約 6万コマを収集した（これ

までのプロジェクト累計では約 20 万コマ）。

これまでに収集した主な史料は以下の通り

である。なお、Entry は、戦前期日本商社在

外支店関係接収史料が属するレコードグル

ープ（rg131）内での小分類グループである。

複写収集したのは、各 Entry 内の一部史料で

ある。 

 

Entry71、Entry109：三井物産の支店・商品

部の考課状、会議議事録など 

Entry 62 ：三井物産サンフランシスコ店の庶

務関係史料 

Entry 63 ：三井物産サンフランシスコ店の会

計掛関係 

Entry 67 ：三井物産サンフランシスコ店の 

Sundry Dept. の資料。このうち本店の業務

課が絡む史料を中心に複写。 

Entry 125、Entry129：大倉関係 

Entry 160：東洋棉花（サザン・コットン）

関係 

Entry 189：横浜正金銀行による日本企業関

係信用調査書類 

 

 複写収集した NARA 史料画像の三井文庫で

の研究者向け公開の準備を進めた。複写史料

画像の公開も、2015 年度末までに実施する計

画であったが、三井文庫の閲覧体制整備の事

情から、遅延を余儀なくされ、2016 年秋から

の公開を予定している。 

 NAA の史料についても、必要性の高い史料

の撮影を重点的におこなったが、時間的制約

もあり、NARA 史料のような体系的な複写撮影

とはなっていない。また、撮影した史料画像

の整理が今後の課題となっている。 

 ARA の史料については、先述の理由により、

本格的な複写収集はおこなっていない。 

 

(3) 史料分析と論文執筆 

 収集した在外史料の分析を、研究代表者と

連携研究者が分担協力して進めた。その成果

の一部は、後述の論文・図書で発表された。

今回の研究で、これまで手薄であった商社の

金融・為替のオペレーションについての分析

も一定の進展をみた。史料の分析とそれを論

文集にまとめる作業を継続中であり、2017 年

秋の原稿完成を目指している。 

 

(4) 学会発表 

 研究代表者および連携研究者による目録



整備・史料収集ならびにその公開の意義につ

いて、2016 年 10 月に開催される政治経済学・

経済史学会の全国大会パネル「戦前期日本企

業在外支店関係接収史料と経済史研究」で発

表する。 
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